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―発展途上国を基盤とした多国籍企業―

手島 茂樹 Shigeki Tejima 
二松学舎大学 教授 
(財) 国際貿易投資研究所 客員研究員 

研  究  ノ  ー  ト

 

 要約 

近年、発展途上国の対外・対内直接投資の役割が高まっている。対内直

接投資の増加は、国内貯蓄不足の発展途上国にとり当然としても、発展途

上国からの対外直接投資の拡大は注目される。発展途上国の多国籍企業は、

自社の「資産（優れた経営資源等）利用型（Asset-Exploiting）」の直接投

資に加えて、十分な経営資源がない場合、「資産増大型（Asset-Augmenting）」

の直接投資を行い、他社の優れた経営資源の獲得を図る。一方、先進国企

業は、現地の人的資源や市場機会獲得のため、多くの経営資源を有望発展

途上国に移転する。これが、現地企業に大きな刺激を与え、自動車、IT

エレクトロニクス等の分野で世界的に競争力のある途上国企業を族生さ

せている。これら企業は外国企業からの技術獲得によって、汎用品化した

財・サービスを、大量・迅速・低価格で生産・販売しており、クリステン

センのいう「破壊的技術革新」のパラダイムを実現しているが、こうした

途上国企業の課題は、自社の研究開発能力及びブランドの確立である。 

 

 

Ⅰ．はじめに 

 

近年の対外及び対内直接投資にみ

られる注目すべき特徴は、発展途上

国が大きな役割を果たすようになっ

たことである。しかも、対内直接投

資におけるプレゼンス（図 1；出所
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World Investment Report（WIR）2007）

に加えて、対外直接投資における発

展途上国の存在感も高まっている

（図 2；出所 WIR 2007）。
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周知のとおり、先進国に比べ、国

内貯蓄が希少である発展途上国では、

自国への対内直接投資を拡大させる

ことは、開発の実を挙げるため、不

可欠である。近年の東アジア諸国の

目覚しい経済発展は、非債務性の資

金であり、技術移転を伴うという特

性を持つ直接投資を積極的に誘致し

て、輸出産業の育成に成功したこと

によるところが大きい。 

こう考えると、外国からの対内直

接投資を利用して経済発展を図るべ

き段階にある発展途上国からの対外

直接投資が、近年、急増しているこ

とは、注目すべき新展開である。 

本稿ではこの新動向について検討

する。第Ⅱ節では、伝統的な直接投

資論や雁行形態的経済発展論では説

明しきれない現代の発展途上国企業

の諸相を理論的に、第Ⅲ節では事例

に基づき検討する。第Ⅳ節は本稿の

結論である。 

 

Ⅱ.「資産増大型」の直接投資と

21 世紀的な発展モデル 

 

UNCTAD、WIR2006 は、先進国の

多国籍企業が、「資産利用型」

（Asset-Exploiting）の直接投資戦略

をとるのに対し、発展途上国の多国

籍企業は、「資産利用型」に加えて、

「資産増大型」（Asset-Augmenting）

の直接投資戦略も併用するとする（注

1）。先進国を基盤とする多国籍企業

の直接投資戦略については S. ハイ

マー以来の直接投資論で検討されて

いる。ハイマーは、海外での事業活

動には、国内にはない、さまざまな

困難が伴うが故に、こうした困難克

服のためには、それを上回る企業固

有の経営資源・競争力によって、現

地企業に打ち勝つことが必要である

とする。さらに、キンドルバーガー

は、海外現地子会社の事業収益が、

国内本社の事業収益を上回るととも

に、海外現地子会社の事業収益が、

現地のライバル企業の事業収益をも

上回ったときに、多国籍企業は当該

海外事業を行う動機を持つ、として

いる。こうした国際競争上の優越性

を保つためには、優れた企業固有の

優位性（Ownership Advantages）を有

する多国籍企業が、市場取引費用の

増加を抑えるために、海外子会社を

設 立 し て 内 部 化 の 優 位 性

（Internalization Advantage）を獲得し、
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これらの優位性と海外立地の優位性

（location Advantage）とを、有機的

に結びつけることによって、現地の

ライバル企業だけでなく親会社をも

しのぐ、国際競争力を獲得すること

が必要となる（P. バックリーと M. 

カッソンの内部化理論及び J. ダニ

ングの折衷理論）。 

以上の直接投資論の思想に徴すれ

ば、発展途上国の多国籍企業が、十

分な経営資源を持たない場合には、

不足している経営資源を補うために、

外国企業の技術、ブランド、流通網、

研究開発能力、経営力の獲得を目指

して（created-asset-seeking FDI（World 

Investment Report（WIR）2006））、「資

産増大型」の直接投資を行うと考え

るのは妥当であろう。しかし、ここ

で二つの点が注目される。 

第一に、東アジア諸国やBRICsは、

その高い経済成長率にもかかわらず、

一人当たり所得レベルで見た開発の

レベルは、未だ対内直接投資が大規

模に推進されるべき段階にある（注 1）。

にもかかわらず、現実には、中国、

インド、台湾等で、予想以上に速い

ペースで、対外直接投資も拡大しつ

つある。この中には、天然資源確保

型の直接投資や、インフラストラク

チャー等への直接投資に加え、本稿

で取り上げる、「資産増大型」の直接

投資がある。 

第二に、「資産増大型」の直接投資

戦略は、実は先進国を基盤とする多

国籍企業も行っている。先進国を基

盤とする多国籍企業が十分な経営資

源を持っているにもかかわらず、「資

源増大型」の直接投資戦略をも行う

背景には、先進国市場の成長速度が

鈍化する一方、新興国市場の成長が

顕著であるため、新興国における帰

趨が、国際競争全体の帰趨を左右す

ることがある（注 2）。現代の先進国企

業は、国際競争に生き残るために、

発展途上国を含む世界中に拠点を展

開し、新たなグローバル商品を開発

し、市場に送り出す必要がある。こ

うした戦略実現のためには、これま

でのように本社がその経営資源・固

有の優位性に基づいて独占的に最も

重要な研究開発を行い、かつ、ブラ

ンド戦略を立案・実施するというの

ではなく、世界中の有望立地におけ

る人的資源の活用をはかり、新製品

の発掘・開発・市場開拓を行ってい

かなければならない（注 3）。 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


発展途上国からの直接投資 

季刊 国際貿易と投資 Summer 2008/No.72●23 

上記戦略に基づき、先進国企業が、

より多くの経営資源を発展途上国に

移転すれば、発展途上国企業にもこ

れら先進国企業の経営資源を獲得す

る大きな機会が生ずる。卓越した経

営感覚を持つ発展途上国企業経営者

であれば、様々な競争と協調の過程

を通じて、自国に進出した先進国企

業から、生産技術、研究開発能力、

資金等を獲得することができ、これ

を自社の強みと結びつけることによ

って、国際競争力を強化できる（注 4）。

さらに、自ら先進国に進出し、そう

した経営資源の一層の獲得が図られ

ることもある。そうした企業発展は、

当該国が保有している動態的な比較

優位、あるいは、競争優位のレベル

を超えて行われる（図 3）。
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産業 ＜日本モデル＞

発展途上国を 当該国の産業全体の要素集約度は、個別企業の国際競争力を
を基盤とする 裏付けなくても、当該企業が、外国企業の経営資源を獲得する
多国籍企業および 努力を行うことによって、当該企業の国際競争力は
その直接投資に適合した 強化される。
産業

＜東アジア・モデル＞

（出所：UNCTAD世界投資報告中の小沢輝智（コロラド大学）ダイアグラムに基づき手島が二つのモ
デルのコンセプトを提示）

図３ 動態的比較優位（競争優位）に基づく、国際競争力のある産業 

の推移と経済発展 

（出所：UNCTAD 世界投資報告中の小沢輝智（コロラド大学）ダイアグラムに基づき手島が二つのモ
デルのコンセプトを提示） 
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ここでは、対内直接投資が、投資

受入国の輸出産業の増強に資し、更

に、外国企業の経営資源の獲得を通

じて、当該国の比較優位（競争優位）

を超えた国際競争力のある多国籍企

業の発展を促す。こうした発展途上

国企業の顕著な発展は、国際競争の

厳しい、自動車、エレクトロニクス、

IT サービス等で多く見られる。 

これは、国内市場の成長が国際競

争力のある輸出産業の育成を促し、

更に、こうした輸出拡大が一層の所

得増大と、より高付加価値な輸出産

業への転換を促した日本の雁行形態

的発展モデルを、先進国及び発展途

上国の多国籍企業の活動によって加

速した、21 世紀的な発展モデルとい

えよう。ちなみに 2006 年末の発展途

上国からの対外直接投資残高のうち、

半分以上がアジアからのそれであり、

また、投資母国別には東アジアの香

港、台湾、中国、韓国に、発展途上

国からの対外直接投資残高が集中し

ている（図 4；出所 WIR 2007）。 

次の第Ⅲ節では、上記の論点を、

具体的な 4 つのケースによって検証

する。
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Ⅲ．競争力ある発展途上国企業の

事例 

 

（3.1）東軟集団及び大連東軟情

報学院（注 5） 

 東軟集団は 1988 年東北大学の 3

人の教授によって、わずかな資金と

数台の中古パソコンをベースにして

立ち上げられた。現在ではソフトウ

エアアウトソーシングの売上では、

中国ナンバーワンを誇る。成功の 2

大要素は、「提携」と「人材」である。

前者については、海外の有力企業と

早くから提携し、受託業務を誠実に

こなす過程で、事実上多くの技術移

転を受けた。日本のアルパイン、東

芝、日立、更に欧米のノキア、フイ

リップス、サン、IBM といった世界

の有力企業を顧客にし、ソフトウエ

ア開発、システムインテグレーショ

ンの供給者としての実力をつけた。 

こうした成功の基盤は、体系的な

OJT 教育を中心とした人材育成プロ

グラムである。このプログラムは、

人事昇進システムと一体となって、

職務の段階ごとに詳細な人材育成目

標を掲げそれを実践している。リー

ダーシップの発揮と、実需に結びつ

いたイノベーションを創発させるこ

とを、人材育成の目標としている。

また産学研の一体化政策を採り、大

連、成都、南海に情報技術学院を設

けている。大連等のソフトパークで

は、東芝、アルパイン等の有力提携

先企業と東軟集団とが協同研究開発

等の事業をすすめており、当社のビ

ジネスモデル成功の一つの重要な要

素となっている。 

このうち、大連東軟情報学院は、

1994 年設立され、卒業生は、東軟集

団だけでなく、GE、HP、IBM 等に

送り出されている。大学内に東軟集

団と発注企業が共同研究を行う研究

棟があり、組込みソフトの開発等を

行い、産学連携の実を上げている。 

 

（3.2）友達光電の事例（注 6） 

 1980 年代、日立製作所、エプソン、

シャープは、台湾における液晶市場

の将来性に注目し、台湾への直接投

資を行った。しかし、これら企業は

大型 LCD の中核技術は台湾に導入

しなかった。 

友達光電は、1998 年に日本 IBM

から 3.5 世代の TFT-LCD 技術を導入

し、1999 年 7 月には、第 3.5 世代の

http://www.iti.or.jp/
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生産ラインを量産化した。また、同

年 8 月、第 4 世代の工場を建設する

とともに技術開発に着手し、その後、

2006 年までに、第 7.5 世代の量産化

に成功している。2006 年には、サム

ソン、LG-Phillips に次ぐ、世界第 3

位（19％）のシェアを持つ LCD 企業

に成長した。 

友達光電は、技術導入に関しては、

日本 IBM にとどまらず、日立、サム

ソン、シャープ等の技術ライセンス

先から技術を導入し続けた。一方、

1997 年、2004 年、2005 年と、連続

して「研究開発センター」を設立し

て開発能力の強化に努めている。資

金調達に関しては、2000 年 9 月、台

湾の株式市場に上場し、2002 年 5 月

には、New York Stock Exchange に上

場した。海外での社債発行もおこな

っている。友達光電は LCD の量産技

術を導入し、これを完全に使いこな

したこと、十分な生産規模・能力、

製品開発能力・速度を持ったことが

成功につながった。 

 

（3.3）鴻海精密工業（Hon Hai 

Precision Industry Co. Ltd.(注7) 

 鴻海精密工業は台湾最大の輸出企

業であり、今や、シンガポールのフ

レクトロニクスや米国のソレクトロ

ンを凌ぎ、売上規模で見て世界最大

の EMS 企業であるともいわれる。 

Hon Hai は台湾の企業であるが現

在は、香港近郊の龍華に事実上の本

拠地を置き、本社機能、生産拠点、

病院、郵便局まで完備し、龍華だけ

で 10 万人を雇用している。生産拠点

は、世界中に広がり、中国の他の地

域（昆山、山西省）・チェコ・アイル

ランド・米国・スコットランドにま

たがり、世界全体で 25 万人を雇用し

ている。中国に最初の製造工場を立

ち上げたのは、1993 年で、現在では

自社工場だけでなく、サプライヤー

の工場をも収容する 5 つの工業団地

を保有している。 

同社の成功は、台湾企業に対す中

国での優遇措置（許認可、税制）を

利用して、事業規模を拡大、生産コ

ストを引き下げたこと、事業分野を

コンピュータ、家庭電器、通信へと

拡大したこと、台湾と似た人事・風

土上のカルチャーを持つ中国で、人

材の発掘・育成・活用・引止めに成

功していること、ほとんど全ての主

要部品の内製化を図っていること、

http://www.iti.or.jp/
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効率的部品調達のできるサプライチ

ェーンを確立していること、日本企

業の技術を吸収し、金型の設計と製

造能力が高いこと、顧客に対して、

高水準の Speed、Quality、Engineering

を提供していること等である。 

当社の弱点として、オリジナルな

技術を持たないことがあったが、現

在は光学、ロボット、自動車部品の

軽量化といった分野で、研究・開発

に注力している。2004 年以降、研究

開発については日本と台湾で行い、

生産・設計については、中国、北米、

欧州で行う体制にしている。 

新たな問題点として、中国本土の

競合企業が、低価格品においてホ

ン・ハイ社の強力なライバルとなり

得ることがある。 

 

（4.4）華為技術有限公司（Huawei 

Technologies）（注 8） 

 華為技術有限公司は、移動通信機

器とネット接続機器の製造、電気通

信ソリューションの開発を行う、

1988 年設立の民営企業であり、IT 産

業の売上高では、2006 年に、レノボ、

ハイアールに次ぐ第 3 位、研究開発

費では、ハイアールに次ぎ第 2 位で

ある。橋田（2008）によれば、華為

技術の 2003 年における R&D／売上

高比率は、14.7％に達し、他の中国

企業をはるかに凌ぎ、日本で最も高

いキャノンの 8.1％をも大きく上回

る。 

同社発展の契機は、1994 年に、

「C&C08」という自社製品で、1 万

回線のデジタル電話交換機の開発に

成功したことである。1997 年には、

GSM 通信機器の開発に成功、生産・

販売を開始し、2003 年には、アラブ

首長国に UMTS を提供、同国で最初

の 3G 携帯電話を開始した。2003 年、

Siemens と 中 国 市 場 向 け の

TD-SCDMA（中国の 3G 通信方式）

に関する共同開発総額 1 億米ドルを

Siemens51％、Huawei49％の合弁で開

始した。 

華為（Huawei）の躍進は、徹底的

な能力・業績主義に負うところが大

きい。こうした手法の獲得は、IBM、

Hay Group、Price Waterhouse Coopers

（PWC）、等のシステムの導入によ

る。また、技術指向の製品開発から

市場志向の製品開発に転換し、マー

ケテイングの視点から R&D を投資

プロジェクトとして遂行している。
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更に、IT 分野の能力形成のために、

CMM（Capability Maturity Model）取

得をはかり、1999 年に、インド開発

センターを設立、2001 年には CMM4

級認証、2003 年 CMM5 級認証を得

た。 

イノベーションをおこすための経

営資源・知的資産に関しては企業内

での自主的蓄積に頼るのではなく、

外部市場から調達し、教育・訓練を

通じて組織内で共有することを目指

している。 

 

（4.5）まとめ 

 上記 4 例は、発展途上国の企業が

先行企業の技術を吸収・模倣して、

類似した品質の製品・サービスを、

大量に、しかも、迅速に、低コスト・

低価格で生産・販売することで成功

していることを示している。いわば、

クリステンセンのいう「破壊的技術

革新」のパラダイムを効果的に実現

することが、これら発展途上国企業

の競争力の原点になっている。 

 

Ⅳ．結論 

 

 発展途上国を基盤とする多国籍企

業は、二つの要因から急速に成長し

た。第一の要因は、BRICs のような

新興発展途上国の急速な経済成長の

結果、先進国企業は競って新興の発

展途上国市場のシェアを確保し、グ

ローバルな新製品のシーズを探そう

とすることである。このため、先進

国企業も、「資産増大型」の直接投資

を、発展途上国に対して行う。第二

に、自社の経営資源の不足を補うた

め「資産増大型」の直接投資を行う

発展途上国企業は、こうした先進国

企業の戦略によって、多くの経営資

源にアクセスできる機会を得ること

が出来、母国の比較優位及び競争優

位を越えて、低コスト・高品質の生

産面で、急速に国際競争力を強化し、

対外直接投資を拡大することができ

る。こうした発展途上国企業にとっ

ての課題は、より高付加価値な、研

究開発分野又はブランド確立に向か

うことは容易でないうえに、後発の

アジア企業からコスト競争の追撃を

受けることである。 （以上） 

 

（巻末注） 

（1）UNCTAD、世界投資報告（WIR）、2006

の第 IV 章、pp141－pp146 
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（2）2008 年 1 月 24 日の日本経済新聞「米

国など先進国市場が停滞するなか、ト

ヨタと GM は、中国やインドなどに積

極的な投資を続けており、販売競争の

行方は新興国市場攻略のスピードで

決まりそうだ」 

（3）英文文献② 

（4）英文文献③。発展途上国を基盤とする

企業は、インフラストラクチュアが不

十分なビジネス環境に慣れており、ま

た資金調達や人材育成に関しては、独

自の方法をもつ。これら途上国企業固

有の強みと先進国企業から獲得した

経営資源を結びつけることができれ

ば、発展途上国企業の国際競争力を強

化できるとする。 

（5）2005 年 12 月の二松学舎大学国際政治

経済シンポジウム、東軟集団有限公司

総裁、劉積仁氏発表「成長思考の実践

－東軟集団の創業実績より」ほか 

（6）和文文献① 

（7）2006 年 2 月の二松学舎大学国際政治

経済シンポジウム、FOXCONN 軽金属

開発センター技術主幹伊藤氏発表ほ

か。 

（8）「中国企業のイノベーションと新興企

業の台頭－Huawei（華為）の国際ナレ

ッジマネジメントと R&D の進展」福

井県立大学 唱新、2007 年度多国籍

企業研究会、東西合同研究会（大会）

発表資料ほか 

 

（主要参考文献） 

（英文） 

① UNCTAD、World Investment Report 2006

および 2007 

② Yves Doz, “Optimizing Meta-national 

Innovation Processes”, INSEAD, 

Fontainebleau and Singapore, A paper for 

the RIETI Policy Symposium “Global 

Management and Innovation of Japanese 

Enterprises” Tokyo, January 26th, 2006  

③ Khanna and Krishna, “Emerging Giants by 

Building World-class Companies in 

Developing Countries”, Harvard Business 

Review, October 2006 

 

（和文） 

① 王淑珍（2007）「台湾の LCD 産業が持続

的な進化から飛躍的な成長に転じた原

動力－メタナショナル経営からの視角」

経済産業研究所デイスカッション・ペー

パー07-J-021 

② 橋田坦（2008）「中国のハイテク産業－

自主のイノベーションへの道」白桃書房 

 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


